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地域が目指す姿
大学改革により、トップ人材誘致等で半導体分野に強い大学を目指す。また地域企業（設計、製造装置製造企
業）へ専門人材を輩出し続ける。

三次元積層実装産業（中間工程）の確立で、設計や製造装置等関連産業にも新産業を創出。既に存在する
「前工程・製造装置製造産業」の優位性が活かされるだけでなく、三次元積層の設計分野でも国内トップを目指す。

半導体関連企業が集積している強みを生かし、産学が連携した「くまもと３D連携コンソーシアム」を中心に新産業を
創出。事業成果を県内外のユーザー産業へ展開し、研究をビジネスに結び付けるエコシステムの形成を目指す。

地域が目指す姿
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国費支援額（R5～R9）最大35億円
県R5当初予算額 6.95億円

ユーザー産業の例



地域企業の半導体産業新規参入による産業創出
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 本交付金で取り組む技術の実現においては、大手企業のみならず地域の様々な企業の参画が必要となるため、地域企業に
精通する熊本県産業支援財団等を通じて呼びかけを行う。さらに、コーディネーター（産学官連携経験者）を財団に配置す
ることで、マッチングから研究開発、量産化に向けた産学官連携構築を効果的に行う。

 また、熊本大学にもアドバイザーを配置し、県外企業や他研究機関にも取組状況を共有することで、コンソーシアムへの参画を
図る。

産業ニーズ
ヒアリング

ユーザー企業
（九州内外含）

くまもと３D連携コンソーシアム
★運営事務局：熊大・県（県運営事務の一部をくまもと産業支援財団に委託）
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教育機関 技術シーズ

産業ニーズ

助言
共同研究プロジェクト

②
共同研究プロジェクト

③

熊大 県内A社 県内B社

県外C社

県内大学・高専等熊大

共同研究プロジェクト
①

県内D社 県外E社産技セ

コーディネーターによる
研究シーズと技術シーズのマッチング

プロジェクトの設立・開発に向けた勉強会

事業計画作成、
交付要望、プロジェクト認定申請

大学（研究者）と企業の
対話によるプロジェクト設立

各共同研究における地域産業との連携を確認

共同研究

プロトタイプ (期間：４年目以降順次を想定)
※Go-Tech、県補助金制度、NEDO等で資金調達または自己資金

量産ステージ：県外とも連携した新たなサプライチェーン構築

【共同研究要件】
県内教育機関・県内企業が参加していること

【共同研究費補助率】
大学：10/10
企業（県内企業または県外企業のうち県内
事業所等が行うもの）：2/3（上限2,000
万円/社）

コーディネーター
アドバイザー
（熊大）

コーディ
ネーター
（県）

（コーディネーター・アドバイザーについて）
研究シーズ・技術シーズ・産業ニーズのマッチングや、地域企業と大
学の連携・開拓支援、半導体ユーザー企業との連携等を行うために設
置。
【大学】大学内の研究シーズの把握、整理（コーディネーター）、企
業への働きかけ（アドバイザー）
【県】県内外企業の技術シーズ・産業シーズの把握、整理、参画企業
発掘、マッチング支援（コーディネーター）



大学改革により大学が目指す姿
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DS半導体コース（仮称）

DS総合コース（仮称）

(R5.4)半導体研究教育センターを再編

半導体・デジタル研究教育機構

工学部

情報融合学環 (仮称・R6.4)

 トップ人材等の招聘による研究と事業化の加速
 地元企業と熊本大学の連携を推進する半導体産業連携コーディネー
ター、地域企業と国内外の企業・研究機関との連携体制を構築するア
ドバイザーを設置し、地域の半導体製造装置等の開発を推進

 三次元積層LSIチップから統合実装モジュールまで一貫して設計・試
作・評価を実施できる開発環境を整備

 学生のリサーチアシスタントシップやジュニア研究員としての雇用や、共同研
究型インターンシップによる実践的な研究を実施

 高専や技術短期大学校からの編入学者増(20名)・ダブルディグリープログラ
ム(DDP)実施による教育資源の有効利用と多くの人材確保・育成

 大学院生が、半導体LSI設計や三次元積層実装製造ラインを用いた実習
を東大や産総研といった他機関と連携し実施

三次元積層実装技術の研究拠点 半導体産業に貢献する人材育成

3年次編入
（連携教育プログラム・DDPを含む）

トップレベル人材

求める人材を踏まえ
カリキュラムを構築

地元企業

産業界

人材輩出

新産業
創出

連携

招聘

高専

熊本県立技術
短期大学校

連携

２年次編入

熊本大学

半導体デバイス工学課程(仮称・R6.4)

半導体連携
コーディネーター
アドバイザー

●令和5(2023)年4月に半導体・デジタル研究教育機構を設置し、半導体の専門教員増員(10人)・トップレベル人材(４人)・クロアポ人材(５
人)を 雇用することにより、学士課程で国内初の半導体専門コースを２つ設置(令和6(2024)年4月)し、国内で最も充実した半導体カリキュラム
を作成、運用を目指す。

●政府・自治体の政策に呼応して支援を受けながら、企業と一体となって半導体分野の研究教育を行う仕組みを構築し、地域半導体産業の
継続的な発展、更には半導体三次元積層実装技術における日本の研究と産業をリードする大学を目指す。

●地域企業を入れた「くまもと3D連携コンソーシアム」を設立して、企業と橋渡しするコーディネーター、アドバイザーを配置し、地域企業と熊本大学等
との連携を活発化して、地域の半導体産業を発展しつづけるための産学官連携のハブを目指す。

●国で随一の半導体三次元積層実装研究拠点となることで、半導体研究者や企業と連携交流(特に東京大学、産総研、先進的な半導体企
業)を図り、共同研究や事業化を積極的に行うとともに、高度な研究者、技術者の育成を目指す。

●院生のRA雇用や企業との一体的な研究教育により、実務レベルの知識と研究経験を持つ人材を、10年後現在の2倍の約140名輩出を目指す。



共同研究型インターンシップ ～就職へのイメージ
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大学院
博士前期課程工学部
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学生の研究教育支援

• 半導体分野においては全国の大学で初めて、大学院生をリサーチ・アシスタントやジュニア研究員として雇用することを原則とし、
半導体の学習と研究に専念できる環境を整備する(台湾や欧米等と同程度の院生の処遇を整備)。これにより、研究の加速、
学生と企業(人･情報)との密接な連携による実務教育の質向上、守秘義務の徹底を図る。

• 学生が具体的な企業の技術課題の解決に取り組むだけでなく、半導体企業の研究開発の考え方や進め方など実務を学ぶとともに、
企業との接点を通して、半導体企業への興味を高め、就職促進につなげる。

• 学生が企業内で共同研究ができる「共同研究型インターンシップ」にも取り組み、高度研究人材を育成する。

制度 リサーチ・アシスタント ジュニア研究員

経費 制限無し 共同研究等

給与 博士前期課程 1,080円／時 博士後期課程 1,220円／時 博士前期課程 2千円～3千円／時 博士後期課程 2.5千円～4千円／時

【リサーチ・アシスタント】
大学院等が研究補助者(実験・解析、企業との会議・学会発表、論文作成・発表等)として、本学が行う研究プロジェクト等に参画させる制度。学生は、
対価として給与が支給され、守秘義務が課されるとともに、参加メンバーとして高い意識と意欲をもって共同研究に取り組む効果がある。
【ジュニア研究員】
高度な実験や国際会議資料の作成、高い専門性やスキルに基づく情報収集や解析等を実施する場合に雇用できる。

※熊本大学は、平成31(2019)年4月から「ジュニア研究員」制度を開始しているが、大学院生のボリュームゾーンである博士前期課程(修士課程)でも高い
単価での処遇を可能としている(地方国立大学では例がなく、旧帝大の一部、東工大には同様の制度あり)。これまでに34名の実績があるとともに、特に
企業に派遣されて共同研究に従事した院生の多くは、共同研究パートナー企業に就職している。
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事業実施の推進体制
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事業を確実に推進し、適切な進捗管理を行うため、「推進会議」、「代表者会議」、分野毎の３つの部会を構成。

各部会で詳細なPDCAサイクルを意識した管理を行うとともに、「代表者会議」で事業全体、さらに「推進会議」においては外部有識者
の意見も取り入れながら取組を進める。

熊本県知事（会長）、熊本大学長（事業責任者）、 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社、熊本市、熊本高等専門学校、株式会社肥後銀行、
株式会社熊本銀行、一般社団法人熊本県工業連合会、株式会社三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

熊本県半導体エコシステム形成産学官連携推進会議

会長：熊本県知事 蒲島 郁夫

・年２回程度開催
・交付金申請計画の承認
・事業全体の進捗管理、意見交換等

代表者会議 ・年２回程度開催
・各事業の進捗、予算の管理、意見交換等

事業責任者（座長）、副事業責任者（副座長・青柳卓越教授）、各部会代表者及び中心研究者、その他議題に応じて各部会から参加

座長＝事業責任者：熊本大学長 小川久雄

事務局：県産業支援課

事務局：熊本大学

構成員

構成員

計画推進部会 大学改革・人材育成部会 研究開発・プロジェクト推進部会

・事業の計画策定、事業運営、進捗管理

（PDCA）

・広報活動（HP運用、シンポジウム誘致等）

・海外機関との連携

・その他全体調整に関すること など

・トップレベル人材の招聘

・クロスアポイントメント人材

・工学部・半導体デバイス工学課程の教育プログラム

情報融合学環・DS半導体コース

・RA制度、ジュニア研究員制度の導入

・高専からの編入拡大とダブルディグリープログラムの

創設や県立技大からの編入制度の創設 など

・各研究開発事業の実施（①三次元積層実装

技術開発、②半導体回路設計技術開発、

③半導体前工程の深化）

・くまもと３D連携コンソーシアムによる産業創出

・ユーザ企業と連携した新産業創出・関連企業の

誘致（自動運転、ロボット、航空宇宙産業、

AI・IoT等） など

事務局：県・熊大 事務局：熊大

構成員：県・熊大
開催頻度：月１回程度

構成員：熊大・SCK・中小企業
開催頻度：１～２か月に１回

構成員：熊大・SCK・中小企業
開催頻度：３～４か月に１回

くまもと３D連携コンソーシアム

研究開発プロジェクトへの参画

事務局：熊大・県

事務局：熊大・県



（参考）くまもと３D連携コンソーシアムの会員募集について
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（参考）くまもと半導体産業推進ビジョン 骨子（参考）くまもと半導体産業推進ビジョン 概要
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本交付金事業が
関連する項目


